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付 表 一323一

付 表1情 報流通セ ンサス計量対象メデ ィァ

メデ ィアグループ メディア名称 メディア内訳 従来メディアとの対応

電

気

通

信

系

パ

ー

ソ

ナ

ル
・

メ

デ

ィ

ア

事

業

者

に

よ

る

公
衆
交
換

01加入電話 (電話)
011移動電話 8

電話
移動電話

02フ ァ クシ ミ リ
03ビ デ オテ ッ クス

04デ ー タ伝 送

05無 線 呼 出 し

06電 報
07テ レ ッ クス

08TV会 議

041DDX

6フ ァク シ ミリ

7ビ デ オ テ ッ クス

5デ ー タ通 信
9符 号伝 送

馨
電報
テレックス
テレビ会議

専
用

09専 用 サ ー ビ ス (電話)
091TV伝 送

092ラ ジオ伝 送
093新 聞紙 面 伝送

094ビ デ オ テ ック ス

095VAN/デ ー タ通信

露
電話
テレビ伝送

⑫ ラジオ伝送

⑪ データ通信

叢
箋

奮

10構 内通信 101構 内電 話
102LAN

脚

103構内無線

⑭ 電話

⑯ 符号伝送
11広域通信 111私設電話

112私設無線電話 鵠
電話
移動電話

その他
通信

12MCA無 線
13有線放送電話 ⑰ 有線放送電話

マ

ス.
・

メ

デ
ィ

ア

放
送
事
業者

に
よ
る

14TV放 送 (地上波TV放 送)
141CATV(再 送信)
122衛星放送

謬
テ レビジ ョン放送

有線テレビジョン放送⑳
衛星テレビジョン放送

15文字放送 ⑫ テ レテ キ ス ト

16CATV自 主放送 ⑲ 有線テレビジョン放送

17ラ ジオ放送

18有線ラジオ放送
171FMラ ジ オ放 送

⑳ ラジオ放送

⑱ 有線ラジオ放送

私 放
設 送

19構 内放送
192構内ラジオ放送

1

輸

送

系

メ

デ

ィ

ア

f

乙¥ワ
レ

ア

20郵便 201封 書
202は が き

203電 子郵 便
霧
手紙
はがき

⑳ 電子郵便
21手交文書 211手 書 き文 書

212ワ ー プ ロ文 書

213コ ン ピ ュー タ文 書
214文 書 コピー

⑳ 手交文書⑳
手交文書

霧
コンピュータ文書

手交文書

マ

ス
・

メ

デ

ィ

ア

印
刷
流
通

出
版物

22新聞
23雑誌

.

瀦
新聞
雑誌

24書籍

25そ の他印刷物

(出版 ・販 売)

(貸 出)

⑳ 書籍

⑳ その他印刷物
そ
の

他

26ビ デ オ ソフ ト
27オ ー デ ィオ ソ フ ト

28コ ン ピュー タ ソフ ト 馨
ビデ オ ソ フ ト

オー デ ィ オ ソフ ト
コンピュー タソフ ト

空
間
系
メ
デ
ィ
ア

実
29掲 示伝送

.

⑫ 屋外掲示物

会
場
伝
送

30講 演 ・演劇 ・コンサー ト

31映 画上映 鍵 駿留
下
・
ナ
ル

32教育 321学校教育
322社会教育

1

霧
学校教育
社会教育

33会議
34対話 ⑯ 対話
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付表2地 壊別情報流通 センサス計量メディァ

地域別計量メディア 定 義

電

気

通

信

系

通

信

系

一

放

送

系

① 加入電話

②"(内 移動電話)

③ ファクシミリ

④ データ伝送

⑤ 無線呼出し

⑥ 電報

⑦MCA無 線

⑧TV放 送

⑨"(内 有線系)

⑩ 〃(内 衛星系)

⑪ ラジオ放送

⑫ 有線ラジオ放送

⑬ 郵便(は がき)

⑭ 〃(封 書)

⑮ 〃(電 子郵便)

⑯ 新聞

⑰ 雑誌

⑱ 書籍

⑲ ビデオソフト

⑳ オーディオソフト

⑳ 映画

⑫ 教育

㊨ 対話

公衆交換の音声通信

そのうち移動電話

公衆交換のファクシミリ通信

〃 データ伝送(DDX)

〃 無線呼出し

電報

公衆のMCA無 線

テレビジョン放送

そのうちCATV再 送信

その うち衛星TV放 送

ラジオ放送全体

有線ラジオ放送全体

郵便のうちはがき

〃 封書類

〃 電子郵便

新聞

定期刊行物

書籍一般

市販のビデオソフト

レコー ド、テープ、CD

映画館での上映

学校教育

会話

輸

送

系

空
間
系
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付 表32年 度地域別発信情報量

(単位:ワ ー ド、%)

都道府県 発信情報量 占有率 伸 び率(注)都道府県 発信情報量 占有率 伸 び率(注)

東 京 1.01×1015 21.6 4.4

.

山 口 5.20×1013 1.1 6.6

大 阪 3.26×1014 7.0 6.6 愛 媛 4.80×10艮3 1.0 6.8

神奈川 2.65×1014 5.7 8.3 長 崎 4.66×1013 1.0 7.7

愛 知 2.25×10M 4.8 7.6 奈 良 4.65×1013 1.0 8.4

埼 玉 2.02×1014 4.3 8.7 青 森 4.53×1013 1.0 6.2

北海道 1.87×1014 4.0 7.2 岩 手 4.27×1013 0.9 7.3

千 葉 1.79×10M 3.8 8.3 山 形 3。99×1013 0.9 8.1

兵 庫 1.77×1014 3.8「 7.8 大 分 3.80×1013 0.8 6.8

福 岡 1.56×1014 3.3 8.3 秋 田 3.78×1013 0.8 7.3

静 岡 1.15×1014 2.5 7.7 滋 賀 3。77×1013 0.8 8.6

京 都 1.05×1014 2.3 6.5 石 川 3.73×1013 0.8 7.9

広 島 9.31×1013 2.0 7.2 沖 縄 3.59×1013 0.8 8.4

茨 城 9.05×1013 1.9 7.4 富 山 3.54×1013 0.8 7.1

長 野 8.58×1013 1.8 7.3 宮 崎 3.50×1013 0.8 7.8

新 潟 7.51×1013 1.6 7.0 和歌山 3.49×1013 0.8 7.0

宮 城 6.87×1013 1.5 7.8 香 川 3.44×1013 0.7 6.8

福 島 6.55×1013 1.4 7.6 山 梨 2.72×1013 0.6 7.7

栃 木 6.47×1013 1.4 7.4 佐 賀 2.71×1013 0.6 8.7

岐 阜 6.42×1013 1.4 7.7 福 井 2.65×1013 0.6 7.3

岡 山 6.41×1013 1.4 6.9 徳 島 2.61×1013 0.6 8.3

群 馬 6.40×1013 1.4 7.4 高 知 2.53×1013 0.5 6.9

三 重 5。61×1013 1.2 8.1 島 根 2.44×1013 0.5 6.5

熊 本 5.48×1013 1.2 7.6 鳥 取 2.00×1013 0.4 7.3

鹿児島 5。39×1013 1.2 7.2 合 計 4.67×1015 100.0 6.9

(注)対 元年度伸び率
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.

付表42年 度地壊別供給情報量(単 位:ワ ー ド、%)

都道府県 供給情報量 占有率 伸 び率(注) 都道府県 供給情報量 占有率
伸 び率
(注)

東 京 6.87×1016 15.0 5.7

1

滋 賀 4.41×1015 1.0 0.4

神奈川 4.16×1016 9.1 4.8 和歌山 4.07×1015 0.9 14.4

大 阪 3.49×1016 7.6 4.9 香 川 3.95×1015 0.9 6.6

埼 玉 3,01×1016 6.6 9.4 山 口 3.76×1015 0.8 8.4

千 葉 2.70×1016 5.9 3.4 鹿児島 3,58×10L5 0.8 0.5

愛 知 2.56×10ユ6 5.6 6.3 長 崎 3.33×1015 0.7 23.1

兵 庫 2.07×10艮6 4.5 8.4 愛 媛 3,24×10五5 0.7 3.6

北海道 1.94×1016 4.2 9.6 石 川 3.08×10夏5 0.7 30.6

福 岡 1.42x1016 3.1 8.6 山 形 3.00×1015 0.7 13.1

茨 城 1.19×10夏6 2.6 8.8 青 森 2.84×1015 0.6 12.0

静 岡 1.17×1016 2.6 12.8 富 山 2.81×1015 0.6 15.4

京 都 LO5×1016 2.3 7.0 岩 手 2.57×1015 0.6 0.6

広 島 8.96×1015 2.0 0.4 大 分 2。28×1015 0.5 11.6

群 馬 8.64×1015 1.9 5.5 秋 田 2.17×1015 0.5 凸3 .2

栃 木 8.28×10ユ5 1.8 2.1 宮 崎 2.09×1015 0.5 8.6

岡 山 7.13×1015 1.6 2.6 島 根 1.95×1015 0.4 △2 .9

岐 阜 7,11×1015 1.6 9.9 福 井 1.83×1015 0.4 △5 .8

新 潟 7.03×1015 1.5 0.2 高 知 1.73×1015 0.4 9.5

三 重 6.36×1015 1.4 1.7 山 梨 1.66×1015 0.4 2.0

宮 城 624×1015 1.4 4.5 沖 縄 1.66×1015 0.4 △0 .8

長 野 6.07×1015 1.3 12.1 徳 島 1.51×1015 0.3 4.1

福 島 5.44×1015 1.2 10.3 鳥 取 1.48×1015 0.3 △0.5

奈 良 5。42×1015 1.2 15.7 佐 賀 1.26×1015 0.3 △1 .8

熊 本 5.30×1015 1.2 22.2 合 計 4.59×1017 100.0 6.6

(注)対 元年度伸び率
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付 表52年 度 地域別消費情報量(
単位:ワ ー ド、%)

都道府県 消費情報量 占有率 伸 び率(注) 都道府県 消費情報量 占有率
伸 び率(注)

東 京 1.72×1015 9.3 0.7 山 口 2.50×1014 1.4 △0 .4

大 阪 1.30×1015 7.0 0.2 三 重 2.48×1014 1.3 1.0

神奈川 1.18×1015 6.4 2.0 青 森 2.44×1014 1.3 △0.7

愛 知 9.72×1014 5.3 1.6 長 崎 2.40×1014 1.3 △0 .4

埼 玉 9.44×1014 5.1 1.9 岩 手 2.24×1014 1.2 0.5

北海道 9。19×10M 5.0 △0 .3 秋 田 2。13×1014 1.2 △0 .1

兵 庫 8.07×1014 4.4 0.8 山 形 1.98×1014 1.1 0.6

福 岡 8.04×1014 4.3 0.8 奈 良 1.97×1014 1.1 1.1

千 葉 6.78×1014 3.7 2.6 富 山 1.94×1014 1.1 0.4

静 岡 5.54×10M 3.0 1.1 大 分 1。88×1014 1.0 0.2

広 島 4,53×1014 2.4 0.4 石 川 1.82×1014 1.0 0.8

茨 城 4,12×1014 2.2 1.4 滋 賀 1.76×1014 1.0 1.8

京 都 4.02×10且4 2.2 0.3 宮 崎 1.65×1014 0.9 0.2

新 潟 4.00×1014 2.2 0.1 和歌山 1.56×1014 0.8 △0 .4

宮 城 3.80×1014 2.1 0.9 香 川 1.48×1014 0.8 0.3

福 島 3,17×1014 1.7 0.9 沖 縄 1.48×1014 0.8 1.5

群 馬 3.10×1014 1.7 0.9 福 井 1.28×1014 0.7 0.8

長 野 3.08×1014 1.7 0.7 佐 賀 1.27×1014 0.7 0.5

栃 木 3.02×1014 1.6 1.5 徳 島 1.26×1014 0.7 0.4

岐 阜 2.99×1014 1.6 0.9 高 知 1,20×10L4 0.7 △0 .1

岡 山 2.87×1014 1.6 0.4 山 梨 1.19×1014 0.6 1.2

熊 本 2.66×1014 1.4 0.4 島 根 1.08×1014 0.6 0.3

鹿児島 2.58×1014 1.4 0.2 鳥 取 9.61×1013 0.5 0.6

愛 媛 2,51×10夏4 1.4 △0 .3 合 計 1.85×1016 100.0 0.8

(注)対 元年度伸び率
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付表6国 別情報流通量計量対象国(地 域)

地 域 先進工業国 そ の 他

ア ジア 日本 韓 国 ※ 中 国

シ ンガ ポー ル ※ イ ン ド

香 港 ※ パ キ ス タ ン

イ ン ドネ シ ア タイ

マ レ イシ ア フ ィ リピ ン

イラ ン

北 ア メ リカ 米国 カナダ メ キ シ コ ※

南 ア メ リカ ブ ラ ジ ル ※ ペ ルー

ヨ ー ロ ツ ノぐ 英 国

フ ラン ス

ドイ ツ

イタ リア

オ ラ ンダ

ス ウェー デ ン

旧 ソ連

ポー ラ ン ド

ハ ンガ リー

オ セ アニ ア オー ス トラ リア ブ イ ジー

ア フ リカ エ ジプ ト ナ イ ジ ェ リア

(注)※ はNIES(新 興工業経済地域)

匙
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付 表7国 別情報流通量計量対象メデ ィア

情報量

メディア

発 信
情 報 量

供 給
情 報 量

消 費
情 報 量

国際発信
情 報 量

国際受信情
報 量

1電 話

うち移 動 電 話

2フ ァ クシ ミ リ

3デ ー タ伝 送

4無 線 呼 出 し

5電 報

6TV放 送

7CATV

8衛 星TV

9ラ ジ オ放 送

10郵 便

11は が き

12新 聞

13雑 誌

14書 籍

15ビ デ オ ソフ ト

16オ ーデ ィオ ソ フ ト

17映 画

18教 育

19対 話

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

(注)1.発 信情報量 二各国内の各メディアの情報発信者が1年 間に送り出した情報の総量

供給情報量:各 国内の情報消費者が消費可能な形で1年 間に提供された情報の総

量

消費情報量 二各国内の情報消費者が1年 間に実際に消費した情報の総量

国際発信情報量:各 国から外国向けに1年 間に発信された情報の総量

国際受信情報量:各 国が外国から1年 間に受信した情報の総量

2.電 気通信系メディア……1～9

輸送系メディア10～16

空間系メディア17～19
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付表8家 庭の情報化指標の内容

指 標 名 指 標 の 内 容

情報装備指標 ・情報を入手するための手段の多様化の推移を表す。

以下の2指 標により構成される。

① 情 報 通信 機 器 ス トッ ク指標

情 報通 信機 器 の保 有数 の推 移 を表 す 。

(対 象)カ ラー テ レ ビ、VTR、 ラ ジオ カセ ッ ト、 ステ レオ、 パ ソ

コン、 ワー プ ロ、 プ ッシ ュ ホ ン

②情報ネットワークストック指標

情報ネットワークへの加入率の推移を表す。

(対象)住 宅用加入電話、衛星放送、自主放送CATV、 ビデオテッ

クス

情報入手可能性
指標

・家庭において入手可能な情報量の推移を表す、

以下の5区 分により構成され、各情報提供量の指数に各々の平均利用

時間を乗じたもの。

①テレビ系(テ レビ放送を通じて提供された情報量)

② ラジオ系(ラ ジオ放送を通じて提供された情報量)

③ パ ッケー ジ系(パ ッケー ジの 形 で提 供 され た情 報 量)

(対 象)レ コー ド、CD、 音 楽 テ ープ 、ビデ オ カ セ ッ ト、ビデ オデ ィ

ス ク

④新聞系(新 聞を通じて提供された情報量)

⑤書籍 ・雑誌系(書 籍 ・雑誌等を通 じて提供された情報量)

情報利用指標 ・家庭が保有する情報通信機器等を用いた情報利用時間の推移を表す。

(対象)ラ ジオ、テレビ、VTR、CD、 新 聞、雑誌、書籍、郵便、

電話

情報支出指標 ・家計に占める情報通信関連の支出の割合を表す。

以下の3区 分により構成される。

① 情 報通 信 機 器支 出

(対象)ラ ジ オ、 テ レ ビ、 ス テ レ オ、 テー プ レ コー ダ、VTR、 パ

ソ コン、 ワー プ ロ、通 信 機 器(電 話 及 び フ ァ クシ ミ リ)

②情報ネットワーク支出

(対象)郵 便料、電話料、受信料

③ 情報 ソ フ トウ ェア 支 出

(対 象)レ コー ド、 テ ープ 、 新 聞 、書 籍 ・雑 誌、 その他 の 印刷 物
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付 表9上 段:パ ラメー タ
下段()内:t値

年間収入五分位階層

説明変数
1 II III IV V

定数項 一 〇
.2114

(-1.575)

0.1660
(1,367)

0.2447
(2.173)

0.0989
(0.830)

一 〇 .0623

(-0.513)

持 家 の有 無 串 0.0045
(4.595)

一 〇 .0001

(-0.149)

一 〇 .0004

(-0.482)

一 〇 .0019

(-2.185)

一 〇 ,0035

(-3.594)

世帯人員 0.0003
(0.620)

一 〇 .0003

(-0.809)

一 〇 .0002

(-0.483)

一 〇 .0001

(-0.327)

一 〇 .0003

(-0.650)

就業人員 0.0012
(1.606)

0.0006
(1.004)

一 〇 .0020

(-3.974)

一 〇 .0010

(-1.924)

一 〇 .0016

(-3.324)

職 業(常 用 労務 者 、臨時 及
び 日雇 労働 者)8

一 〇
.0040

(-2.418)

一 〇 .007

(-4.261)

0.0006
(0.382)

0.0006
(0.321)

一 〇
.0000

(-0。093)

職 業(民 間 ・官 公職 員)申 一 〇 .0001

(-0.061)

一 〇 .0043

(-2.730)

0.0018
(1.115)

0.0037
(1.824)

0.0034
(1.719)

職業(商 人 ・職 人 、個 人 経
営)串

0.0026
(1.568)

一 〇 .0002

(-0.096)

0.0075
(4.287)

0.0063
(3.329)

0.0040
(1.904)

職業(法 人 経営 者 、自由 業
者)串

0.0035
(1.252)

0.0015
(0.614)

0.0062
(2.905)

0.0077
(3.727)

0.0053
(2.489)

薯
族構 成(60歳 以 上 同 居あ
り)'

0.0003
(0.252)

0.0024
(2.247)

0.0007
(0,867)

0.0006
(0.701)

0.0016
(1,951)

家族構 成(短 大 ・高専 、 大
学在学 者 あ り)'

一 〇 .0019

(-1.590)

一 〇 .0018

(-1.918)

一 〇 .0029

(-3.410)

一 〇
.0036

(-3,755)

一 〇
.0032

(-3.109)

家族構 成(中 学 ・高校 在 学
者 あ り)零

0.0009
(0.693)

一 〇 .0019

(-1.059)

一 〇 .0000

(-0.042)

一 〇 .0020

(-2.320)

一 〇 .0005

(-0.584)

家族構 成(幼 稚 園 ・小 学校在 学者 あ り) 噛
0.0045
(1.610)

0.0016
(0.708)

0.0003
(0.145)

一 〇 .0012

(-0.832)

0.0026
(2.132)

居 住地(大 都 市)寧 一 〇.0000

(-0.017)

0.0007
(0.405)

0.0013
(0.881)

0.0001
(0.084)

一 〇 .0001

(-0.086)

居 住地(中 都 市)寧 0.0010
(0.663)

一 〇 .0013

(-0.956)

0.0004
(0.348)

0.0026
(1,986)

一 〇 .0003

(-0.199)

居 住地(小 都 市A)廓 0.0004
(0.242)

一 〇 ,0006

(-0.417)

一 〇 .0002

(-0.169)

0.0018
(1,245)

0.0008
(0.470)

居 住地(小 都 市B)寧 0.0013
(0.711)

一 〇 .0023

(-1.300)

一 〇 .0006

(-0.355)

0.0027
(1.503)

0.0006
(0.272)

世 帯主 年 齢(40歳 未満)麟 一 〇.0039

(-2.431)

一 〇 .0024

(-1.792)

一 〇 .0036

(-3.143)

一 〇 .0050

(-4.183)

一 〇 .0034

(-2.437)

世 帯主 年 齢(40～54歳)' 一 〇 .0022

(-1.470)

一 〇 .0018

(-1.397)

一 〇 .0034

(-3.108)

一 〇 .0034

(-3.306)

一 〇 ,0028

(-3.168)

調 査期 間(上 期)嘔 一 〇 .0017

(-2.262)

一 〇 .0018

(-2.544)

一 〇 .0017

(-2.692)

一 〇 .0018

(-2.736)

一 〇 ,0023

(-3.375)

居住地価 一 〇 ,0000

(-0.817)

0.0000
(1.071)

一 〇 .0000

(-0.395)

0.0000
(0.873)

一 〇 .0000

(-1.365)

総支出の変化 一 〇 .0153

(-14.741)

一 〇 .0163

(-16.380)

一 〇 .0137

(-15.096)

一 〇 .0135

(-14.736)

一 〇 .0123

(-15.328)

価格指数(食 料) 一 〇 .0345

(-2.144)

一 〇 .0212

(-1.439)

一 〇 .0391

(-2.906)

一 〇 .0288

(-1.985)

一 〇 .0097

(-0.646)

価格 指 数(住 居 、光 熱 ・水
道 、家 事 ・家 具 用 品)

0.0146
(1.741)

0.0188
(2.405)

0.0338
(4.724)

0.0288
(3.783)

0.0155
(2.020)

価 格指 数(被 服 ・履物) 一 〇.0025

(-0.323)

0.0052
(0.753)

0.0072
(1.156)

0.0067
(0,986)

0.0021
(0.294)

価 格指 数(通 信 、受 信 料) 0.0902
(1.562)

0.0427
(1.619)

0.0148
(0.611)

0.0476
(1,830)

0.0230
(0.888)

価格指数(交 通) 0.0225
(1.587)

一 〇 .0027

(-0.211)

一 〇 .0023

(-0.194)

一 〇 .0009

(-0.067)

0.0124
(0.913)

価格 指数(教 育 、教 養 ・娯
楽 一受信 料)

一 〇 .0181

(-2.048)

一 〇 .0129

(-1.720)

一 〇。0111

(-1.707)

一 〇 .0149

(-2.048)

一 〇 .0085

(-1.218)

価格 指 数(諸 雑 費 、保 険 医療
、 その他)

0.0110
(0.507)

一 〇 .0246

(-1.288)

一 〇 .0211

(-1.212)

一 〇 .0248

(-1.301)

0.0120
(0.659)

R2
MEAN
RSE

0,172
0,031
0,018

0,198
0,027
0,016

0,182
0,024
0,014

0,163
0,024
0,016

0,144
0,023
0,015

(注)1.推 計期 間 は1986～1990年 で あ る。
2.説 明変 数 中*を 付 した もの は、 当該事 項 に 該 当す る世 帯 を1、 該 当 しない世 帯 を
0と す る ダ ミー変 数 で あ る。
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付 表10産 業 の情報化指標の内容

指 標 名 指 標 の 内 容

装

備

通

信

回

線

国内通信回線
装備指標

国内通信回線の装備状況を表す指標で、公衆回線と専用回線の通
信容量からなる。

公衆回線
通信容量

各 種 の 中低 速 回線(事 務 用 加 入 電 話 、移 動 体 匿話 、
無 線 呼 出 し、フ ァ ク シ ミリ通 信 網 回 線 、ビデ オァ ッ
クス通 信 網 回線 、 回線 交換 、 パ ケ ッ ト交 換 等)及
び 高速 回 線(ISDN等)の 通 信 容 量

専用回線
通信容量

各種の中低速回線(帯 域品目、符号品目)及 び高
速回線(高 速デジタル、衛星デジタル回線等)の
通信容量

国際通信回線
装備指標

国際通信回線の装備状況を表す指標で、公衆回線と専用回線の通
信容量からなる。

公衆回線
通信容量

各 種 の中低 速 回線(テ レ ッ クス、 パ ケ ッ ト交 換、
回線 交 換 等)、 高 速 回 線(ISDN等)通 信 容 量

専用回線
通信容量

各種の中低速回線(音 声級、電信級、中速符号伝
送等)及 び高速回線(高 速デジタル回線等)の 通
信容量

情報

通
信
機
器

コ ン ピュー タ

機 器装 備 指標

コ ン ピュー タ機器 の装 備状 況 を表 す 指標 で 、 コ ン ピュー タの保 有

シ ステ ム数 か らな る。

コンピュータ保i大 型 コン ピュー タ、 中型 コ ンピ ュー タ、小 型 コン

有システム数iピ ュー タ及 び超 小 型 コ ン ピュー タの 保 有 システ ム

i数

非コンピュー タ
機 器 装備 指 標

非コンピュータ機器の装備状況を表す指標で、各機器の保有台数
からなる。

非コンピュータi音 声 機 器(電 話機 、 無 線 呼 出 し端 末 等)及 び文字 ・

機器保有倒 攣甥 鰻 蘇 射 あ晶 議 デオテックス及び
1

通
信
回線

等

,

国内通信回線等利
用指標

国内通信回線等の利用状況を表す指標で、輸送系通信、公衆回線
及び専用回線の利用支出からなる

輸送通信
利用支出

郵便(国 内通常普通及び特殊)及 び社内メール便
の利用支出

公衆回線
利用支出

各種の中低速回線及び高速回線の利用支出

専用回線
利用支出

各種の中低速回線及び高速回線の利用支出

国際通信回線
等利用指標

国際通信回線等の利用状況を表す指標で、公衆回線及び専用回線
の利用支出からなる。

公衆回線
利用支出

各種の中低速回線及び高速回線の利用支出

専用回線
利用支出

各種の中低速回線及び高速回線の利用支出

情報

通
信
機
器

コ ン ピュー タ

機 器 利用 指 標

コン ピュー タ機 器 の 利用 状 況 を表す 指 標 で 、 コン ピュ ー タの利 用

時 間 か らな る。
1

コン ピュ ー;大 型 コン ピュー タ、 中型 コ ン ピュ ー タ、 小 型 コン

タ利 用 時 間iピ ュ ー タ及 び超小 型 コン ピ ュー タの利 用 時 間

非 コンピュー タ
機 器 利 用指 標

非 コン ピ ュー タ機 器 の利 用 状 況 を表 す指 標 で、機 器 の 利 用 時 間か
らな る。

非コンピュー列 音声機器及び文字 ・静止画機器の利用時間等につ

機器利用時間瞳 纒 礫 貿 響 艘 縮 舖 話機の利用時
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付 注

(付注1)

第一種電気通信事業者とは、自ら電気通信回線設備(伝 送路や交換機等)を 設置して電気

通信サービスを提供する事業者のことで、NTT、KDDや いわゆる新事業者がこれに当た

る。この第一種電気通信事業を営むに当たっては郵政大臣の許可が必要である。

(付注2)

調 査 名(
調i査時期)

調 査 対 象 調査対象数 標本の抽出方法 回収数

郵便利用構造調査

(3年9月18日)
全国の郵便物 90,294

全国で配達される通常郵

便物及び小包郵便物からの

無作為抽出

86,950

(付注3)

第二種電気通信事業者とは、第一種電気通信事業者の電気通信回線設備を賃借して電気通

信サービスを提供する事業者である。不特定多数者向けで大規模な全国システムや外国との

間のシステムを扱う特別第二種電気通信事業者(登 録制)と それ以外の一般第二種電気通信

事業者(届 出制)と に区分される。

(付注4)

調 査 名
(調査時期)

調 査 対 象 調査対象数 標本の抽出方法 回収数

通信利用動向調査

(3年11月)
全国の世帯 6,400

全国の20歳 以上の世帯主

がいる世帯からの無作為抽

出

4,239

(付注5)

調 査 名
(調査時期)

調 査 対 象 調査対象数 標本の抽出方法 回収数

家庭の情報化に関

する調査

(3年12月)

全国の世帯 5,000

全国の20歳 以上の世帯主

がいる世帯からの無作為抽

出

1,124
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(付注6)

ここでは、中央演算処理装置(CPU)を 有 し、データの処理を行うためのコンピュータシ

ステムを対象としており、端末機器等は含まれていない。コンピュータは、プ リンタや記憶

装置等の周辺機器を含めた買取 り価格あるいは リース価格の規模によって大型(買 取り価格

2億5千 万円以上)、 中型(同4千 万円以上2億5千 万円未満)、 小型(同1千 万円以上4千

万円未満)、超小型(同1干 万円未満)の コンピュータシステムに分類されている。

(付注7)

調 査 名
(調査時期)

調 査 対 象 調査対象数 標本の抽出方法 回収数

ネットワーク化動

向調査

(3年10月)

全国の企業 2,000
事業所統計調査企業名鑑

より業種別 ・規模別に抽出
567

(付注8)

情報通信サービス部門は、情報を提供又は伝達することを業 として行い、そのサービスを

市場に提供 している部門である。情報の提供は、情報の創造、収集、分析、加工、処理とい

うプロセスを含むが、最終的には情報の市場への提供という形に収れんされる。

(付注9)

情報通信支援財部門は、情報通信サービス部門及び非情報通信関係部門が生産活動を行う

ときに必要 とする財 ・サービスを生産する部門である。

(付注10)

非情報通信関係部門は、情報通信サービス部門及び情報通信支援財部門を除 くすべての内

生部門である。

(付注11)

組織 内情報通信部門は、情報通信支援財部門及び非情報通信関係部門内にあって、自らの

組織内に情報を提供する部門であり、市場に情報を提供 しない点において情報通信サービス

部門と区別される。
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図 の基 礎 資 料

第1-1-1図 国 内通信の動向

(指数)

年 度 末 56 57 58 59 60 61

加入電話契約数 100.0 103.2 106.6 109.3 112.6 116.3

電報通数 100.0 103.2 106.1 99.3 96.9 95.4

高速デジタル回線数 一 一 一 一 100.0 332.0

無線呼出し契約数 100.0 115.3 133.1 152.4 174.2 200.8

自動車 ・携帯電話契約数 100.0 153.8 207.7 307.7 476.9 730.8

NHK受 信契約数 100.0 102.0 103.4 104.3 105.8 107.3

衛星放送受信世帯数 『 一 一 一 一 一

内国郵便物数 100.0 103.6 108.7 111.1 115.1 121.6

ISDN回 線数 一 一 一 『 一 一

年 度 末 62 63 元 2 3.9
1

加入電話契約数 120.5 125.3 130.7 135.9 138.7

電報通数 97.8 98.8 103.4 106.0 一

高速デジタル回線数 688.6 1,008.4 1β37.2 1,763.0 2,013.0

無線呼出し契約数 238.7 283.9 342.7 409.7 447.6

自動車 ・携帯電話契約数 1,161.5 1,869.2 3,769.2 6,676.9 8,846.2

NHK受 信契約数 108.8 110.2 111.4 112.6 113.3

衛星放送受信世帯数 100.0 241.4 406.9 698.3 782.8

内国郵便物数 130.3 136.3 144.1 152.9 一

ISDN回 線数 一 100.0 548.7 2,279.9 5,241.5

第1-1-2図 事務用 ・住宅用一般加入電話契約数の推移

(万契約)

年 度 末 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3.9

住宅用一般加入電話契約数 2,731 2,829 2,930 3,021 3,115 3,207 3,314 3,436 3,564 3,700 3,783

事務用一般加入電話契約数 1,253 1,281 1,316 1,334 1,371 1,425 1,484 1,554 1,636 1,708 1,739
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第1-1-6図 電 話サー ビス 通話時間別通話回数(2年 度)

(億回、%)

通話時間 1分 以 内 1～2分 2～3分 3～5分 5～10分 10分 以上

通 話 回 数 382.16 152.97 69.83 61.80 46.68

膠

37.18

NTT構 成 比 51.2 20.3 9.2 8.2 6.2 5.0

新事業者構成比 42.8 23.0 11.5 10.6 7.8 4.3

第1-1-7図 電 話サ ービス 時間帯別通話回数(2年 度)

(億回、%)

時 間 帯 6時 前 6～7 7～8 8～9 9～10 10～11 11～12 12～13 13～14 14～15

通 話 回 数 14.10 4.10 13.52 35.21 71.53 66.81 58.43 37.70 55.26 50.20

NTT構 成比 1.9 0.6 1.8 4.7 9.4 8.8 7.7 5.1 7.3 6.6

新事業者構成比 0.4 0.1 0.5 3.2 11.9 12.0 10.5 4.1 9.3 8.6

時 間 帯 15～16 16～17 17～18 18～19 19～20 20～21 21～22 22～23 23～24

通 話 回 数 50.45 55.65 57.00 48.46 41.11 35.57 27.95 17.64 9.93

NTT構 成比 6.7 7.4 7.6 6.5 5.6 4.8 3.8 2.4 1.3

新事業者構成比 8.3 9.0 8.3 4.8 3.2 2.2 1.7 1.1 0.6

第1-1-9図 フ ァクシ ミリ通信網サービス契約数の推移

(万契約)

年 度 末 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3.9

ファクシミリ通信網サービス契約数 0.3 1.0 1.8 4.6 8.5 20.1 29.8 36.9 43.5 45.7

第1-1-10図 無 線呼出 し契約数及び新事業者のシェア推移

(万契約、%)

年 度 末 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3.9

NTTの 契約数 124 143 165 189 216 249 274 283 305 344 369

新事業者の契約数 一 一 一 一 一 一 22 69 119 165 186

新事 業者 シェア 一} 一 一 一 } 7.4 19.6 28.1 32.4 33.5
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第1-1-11図 自動車電話契約数及び新事業者のシェアの推移

(万契約、%)

年 度 末 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3.9

NTTの 契約数 1.3 2.0 2.7 4.0 6.2 9.5 15.1 23.9 37.8 54.9 66.8

新事業者の契約数 『 一 一 一 一 一 一 0.4 11.1 31.9 42.3

新事業者 シェァ
一 一 一 一 一 一 一 1.6 22.7 36.8 38.8

第1-1-12図 高速デジタル専用線サー ビス回線数及び新事業のシェアの推移

(千回線、%)

年 度 末 59 60 61 62 63 元 2 3.9

NTTの 回線数 0.03 0.64 2.13 3.81 5.29 6.64 8.45 9.48

新事業者の回線数 一 一 0.10 0.60 1.17 1.92 2.83 3.41

新事業者シェア 一 一 4.3 13.5 18.1 22.4 25.1 26.4

第1-1-13図 一般専用サービス回線数の推移
(万回線)

年 度 末 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3.9

符号品目の回線数 14.3 15.2 16.0 16.8 17.9 19.0 20.4 23.3 24.9 27.4 28.7

帯域品目の回線数 28.1 29.7 31.3 33.1 35.6 38.5 44.2 51.4 58.0 63.3 65.2

第1-1-14図 デジタルデータ伝送サービス回線数の推移
(万回線)

年 度 末 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3.9

回線交換 0.04 0.08
㌧

0.16 0.27 0.40 0.52 0.71 0.86 0.95 0.89 0.85

1種 パケ ット交換 0.02 0.08 0.30 0.66 1.33 L86 2.60 3.39 4.10 4.84 4.96

2種 パケ ット交換 一 一 一 一 0.09 0.92 2.73 8.73 14.00 19.03 25.21
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第1-1-15図ISDNサ ー ビス契約回線数及び提供地域数の推移

(地域、千回線 百回線)

年 月 63.6 63.9 63.12 元.3 元.6 元.9 元.12 2.3

『

2.6

サー ビス提供地域 16 26 28 29 56 77 145 195

.

257
ヒ

INSネ ッ ト64 0,221 0,537 0,877 1,198 1,739 2,723 4,554 6,574 9,413

INSネ ッ ト1500 一 一 一 一 0.21 0.49 0.72 1.17 1.87

年 月 2.9 2.12 3.3 3.6 3.9 3.12

サービス提供地域 359 674 1,222 1,316 1,441 1,700
一 ・

INSネ ッ ト64 13,062 18,873 27,313 40,595 62,793 67,705

INSネ ッ ト1500 2.84 4.02 5.60 7.46 10.08 13.18

第1-1-16図 電 報単数の推移

(万通)

年 度 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3

慶弔電報 3,000 3,269 3,412 3,404 3,538 3,572 3,721 3,781 3,971 4,080 2,015

一般 電報 1,103 1,061 1,041 765 527 433 383 366 367 370 197

付加価値電報 一 一 一 一 63 292 737 1,230 1,628 1,902 一

第1-1-17図 ビデオテックス通信サービス利用契約数の推移

(万契約)

年 月 61.3 61.9 62.3 62.9 63.3 63.9 元.3 元.9 2.3

事業所用の契約数 1.0 1.6 2.2 2.7 3.7 4.2 4.9 5.1 5.4

家庭用の契約数 0.2 0.4 0.8 1.2 2.5 3.1 4.0 4.4 4.9

年 月 2.9 3.3 3.9 4.2

事業所用の契約数 5.7 5.8 5.8 6.2

家庭用の契約数 5.1 5.4 5.5 5.9
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第1-1-18図 企 業向けサービス価格指数の推移

(昭和60年=100)

期 60年1 II II1 [V 61年1 II m 1V 62年1 II 111 IV 63年1 II

総平均 99.7 100.4 100.0 99.9 99.6 99.9 99.8 100.0 99.7 100.2 100.4 100.4 100.3 101.3

国内通信全体 100.3 100.0 99.9 99.9 99.9 99.9 98.8 98.2 98.2 98.2 98.0 97.9 97.2 96.9

電話 100.0 100.0 100.0 100.0 工00.0 100.0 98.9 98.9 98.9 98.9 98.9 98.9 97.9 97.4

専用回線 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 96.0 94.0 94.0 94.0

自動車電話 112.3 112.3 87.7 87.7 87.7 87.7 87.0 87.0 87.0 87.0 87.0 87.0 87.0 87.0

無線呼出し 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 99.3 99.3

付加価値通信 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 97.9 96.9 96.9 96.9

期 m IV 元年 置 II III IV 2年1 II m [V 3年1 II HI IV

総平均 101.6 102.3 102.6 106.6 107.1 107.8 108.3 110.4 110.9 112.0 112.5 114.1 114.9 115.0

国内通信全体 96.7 96.2 95.3 97.5 97.4 97.2 96.6 95.3 95.3 95.3 94.6 93.1 93.1 93.1

電話 97.4 97.4 96.3 98.6 98.6 98.6 97.9 96.4 96.4 96.4 95.4 93.5 93.5 93.5

専用回線 93.8 93.8 93.8 93.0 91.1 91.1 90.2 88.3 88.3 88.3 87.5 85.8 85.8 85.8

自動車電話 87.0 87.0 84.8 82.8 82.8 82.8 82.8 82.7 82.7 82.7 80.5 76.0 75.3 73.8

無線呼出し 99.3
9

95.3 87.2 89.8 89.8 89.8 86.7 78.6 78.6 78.6 76.5 72.4 72.4 72.4

付加価値通信 94.5 93.5 93.5 96.3 96.1 96.0 95.8 95.2 94.7 94.1 94.1 93.7 93.7 93.7

第1-1-20図 民間放送事業者によるテ レビジョン及びラジオ放送の

放送時間(1日 当た り)

(時間)

年 度 56 57 58' 59 60 61 62 63 元 2 3

一

ア レ ビ ジ ョ ン 1,700 1,777 1,835 1,903 1,933 1,959 1,978 1,995 2,088 2,181 2,316

ラジオ放送 1,253 1,305 1,378 1,393 1,525 1,575 1,630 1,653 1,828 1,899 1,943

一社 テレビ(分) 1,051 1,062 1,080 1,101 1,114 1,120 1,143 1,163 1,182 1,201 1,208

一社 ラジオ(分) 1,351 1,350 1,347 L352 1,342 1,332 1,328 1,360 1,371 1,373 1,388

L
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第1-1-21図NHKに よ るチャンネル別平均放送時間(1日 当た り)

(時間)

年 度 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2

ラジオ第1放 送 19.08 19.08 19.12 19.13 19.13 19.17 19.17 20.68 19.40 21.45

ラジオ第2放 送 18.50 18.50 18.50 18.52 18.50 18.50 18.50 18.50 18.50 18.50

FM放 送 18.07 18.07 18.08 18.28 18.32 18.28 18.37 20.63 19.23 19.25

総合 テ レビジョン放送 17.83 17.88 17.90 18.28 18.40 18.50 18.55 20.35 19.05 20.03

教育テ レビジョン放送 18.00 18.00 18.00 18.02 18.00 18.00 18.00 18.00 18.03 18.02

衛星第1テ レビジョン 一 一 一 18.68 18.68 18.55 21.67 22.95 22.97 22.97

衛星 第2テ レビジ ョン 一 一 一 『 一 18.12 18.97 20.37 21.20 21.18

第1-1-22図 放 送局数の推移

(局)

年度末 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3

NHK 7,813 9,632 10,200 11,325 14,747 14,746 14,745 14,763 18,168 18,201

民間放送 7,777 9,834 10,266 12,872 14,207 14,566 16,930 17,512 18,251 19,311

放送大学 一 一 4 4 4 4 4 5 5 5

第1-1-23図 衛星放送受信契約数の推移

(万契約)

年 月 元.9 元.12 2.3 2.6 2.9 2.12 3.3 3.6 3.9 3.12

NHK衛 星放送契約数 53.9 83.2 120.7 137.9 172.3 204.8 235.1 266.4 303.5 336.0

JSB衛 星放送契約数 一 一 一 『 一 一 一 39.3 49.0 69.2

SDAB衛 星放送契約数 『 一 『 一 『 一 『 『 2.3 2.6
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第1-1-24図CATV受 信 契約数及び施設数の推移

(百契約、施設、%)

年 度 末 56 57 58 59

受信契約数 施設数 受信契約数 施設数 受信契約数 施設数 受信契約数 施設数

小規模施設 3376.27 12,833 3652.84 14,169 3871.10 15,142 4049.97 15,949

届出施設 24209.52 17,801 26627.20 19,428 28411.94 20,592 30324.84 21,788

許可施設 5759.56 354 6277.51 384 6999.62 428 8285.49 484

NHK契 約数比 11.2 12.0 12.8 13.7

年 度 末 60 61 62 63

受信契約数 施設数 受信契約数 施設数 受信契約数 施設数 受信契約数 施設数

小規模施設 4221.61 16,735 4382.61 17,493 4569.30 18β67 4545.87 18,654

届出施設 31757.14 23,118 33208.88 24,064 34858.09 25,057 36306.52 25,710

許可施設 9876.54 550 11759.60 633 14349.43 709 16896.29 826

NHK契 約数比 14.6 15.4 16.6 17.6

第1-1-27図 引受郵便物数の推移

(指数)

年 度 末 元 2

受信契約数 施設数 受信契約数 施設数

小規模施設 4799.68 19,810 5173.28 21,488

届出施設 37615.58 26,583 39280.64 27,869

許可施設 19307.52 944 23221.45 1,091

NHK契 約数比 18.6 20.2

年 度 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3

総 数 100 103 108 111 115 121 129 136 143 153 160

年 賀郵便 100 105 106 109 113 118 122 108 124 127 133

小 包郵便 100 89 85 91 96 105 126 151 191 225 262
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第1-1-28図 郵便局及び郵便ポス ト設置数の推移

(指数)

年 度 末 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2

一

3

郵 便 局 数 100.0 100.5 101.1 101.6 102.2 102.5 102.8 103.3 103.7 104.2

一

104.6

郵便ポスト設置数 100.0 100.7 100.9 101.9 103.3 104.5 106.2 108.0 110.1 111.9 一

第1-1-29図 国 際通信の動向

年 度 56 57 58 59 60 61 62 63

国際電話 100.0 128.1 167.3 231.8 321.7 452.8 637.5 859.5

国際 テレックス 100.0 108.6 117.9 123.8 119.3 104.1 84.7 64.5

国際電報 100.0 87.1 73.1 62.9 52.0 40.8 33.0 27.2

国際専用回線 100.0 100.7 104.5 115.0 127.6 137.4 164.5 174.8

国際放送 100.0 100.0 100.0 108.1 108.1 108.1 108.1 116.2

国際郵便 100.0 100.4 100.0 102.2 104.2 103.5 110.1 117.7

3
'

第1-1-31図 国際専用回線サー ビスの推移

年 度 元 2

国際電話 1,089.9 1,308.1 一

国際テレックス 51.4 41.7 一

国際電報 23.8 20.4 一

国際専用回線 185.6 194.9 一

国際放送 116.2 120.3 129.7

国際郵便 124.5 131.7 139.9

年 度 末 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2

音声級 211 237 299 407 538 654 851 825 767 645

電信級 625 605 575 553 520 470 450 423 393 362

中・高速符号品目 1 9 25 74 213 394 622
「
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第1-1-33図 企 業向けサービス価格指数の推移

期 60年1 II 1皿 IV 61年1 II KII IV 62年1 n II1 IV 63年1 II

総平均 99.7 100.4 100.0 99.9 99.6 99.9 99.8 100.0 99.7 100.2 100.4 100.4 100.3 101.3

通信全体 100.3 100.0 99.9 99.9 99.9 99.9 98.8 98.2 98.2 98.2 98.0 97.9 97.2 96.9

国内電気通信全体 100.1 100.1 99.9 99.9 99.9 99.9 98.9 98.9 98.9 98.9 98.6 98.5 97.6 97.2

国際電気通信全体 106.1 98.0 98.0 98.0 98.0 98.0 9L6 78.7 78.7 78.7 78.7 78.7 77.6 77.6

国際電話 106.3 97.9 97.9 97.9 97.9 97.9 92.8 82.5 82.5 82.5 82.5 82.5 82.5 82.5

国際専用回線 101.6 99.5 99.5 99.5 99.5 99.5 92.1 77.2 77.2 77.2 77.2 77.2 59.3 59.3

国際テレックス 106.7 97.8 97.8 97.8 97.8 97.8 87.7 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4

期 63年m IV 元年1 II 【II IV 2年1 II III 【V 3年1 II m IV

総平均 101.6 102.3 102.6 106.6 107.1 107.8 108.3 110.4 110.9 112.0 112.5 114.1 114.9 115.0

通信全体 96.7 96.2 95.3 97.5 97.4 97.2 96.6 95.3 95.3 95.3 94.6 93.1 93.1 93.0

国内電気通信全体 97.1 97.0 95.9 98.0 97.9 97.9 97.2 95.6 95.6 95.6 94.6 92.6 92.6 92.6

国際電気通信全体 72.9 63.6 63.6 63.6 63.3 59.2 57.3 54.0 54.0 53.6 53.4 52.6 52.6 52.5

国際電話 75.9 62.7 62.7 62.7 62.7 57.2 54.5 49.9 49.9 49.3 49.0 47.8 47.8 47.8

国際専用回線 59.3 59.3 59.3 59.3 52.9 49.7 49.6 49.6 49.6 49.6 49.6 49.6 49.6 48.7

国際テレックス 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4

第1-1-36図 国際郵便の引受郵便物数の推移

年 度 55 56 57 58 59 60 61 62 63
一
兀 2 3

総 数 229.2 234.2 235.1 234.2 239.3 244.1 242.5 257.8 275.7 291.6 308.5 327.7

差立て 111.6 114.9 115.4 116.0 116.7 116.8 108.0 110.1 117.4 121.4 125.4 131.1

到 着 117.6 119.3 119.71 118.2 122.7 127.3 134.5 147.6 158.3 170.2 183.1 196.6
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第1-2-1図 通信市場の動向

(単位:億 円)

年 度 昭和60 昭和61 昭和62 昭和63 元 2

第一種電気通信事業 51,457 53,133 56,129 57,182 59,585 63,164・

国 内 49,313 50,908 53,662 54,617 56,984 60,504、

国 際 2,144 2,224 2,467 2,565 2,601 2,659、

第二種電気通信事業 一 4,140 5,150 8,470 10,480 12,910

一般第二種 一 3,700 4,050 4,600 6,190 5,272

特別第二種 一 440 1,100 3,870 4,290 7,638

有線放送電話事業 167 169 159 159 158 147

放 送 事 業 16,530 17,503 19,009 20,687 23,037 25,771

郵 便 事 業 12,071 12,643 13,211 13,884 15,368 16,494

合 計 80,225 87,588 93,658 100,382 108,628 118,486

第1-2-17図 主な通信事業体の設備投資額の推移

年 度 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2

NTT

(設備投資額)
17,523 17,432 16,821 17,226 15,805 16,132 17,967 17,128 17,355 18,251

KDD
(設備投資額)

382 476 677 621 568 540 676 569 554 570

NHK

(設備投資額)
269 300 402 401 476 487 487 435 457 628

民間放送
(設備投資額)

700 684 626 631 857 601 631 1,020 1,350璽
郵便事業
(設備投資額)

1,099 1,117 1,384 1,204 1,173 1,247 1,445 1,575 1,850 2,055

第一 種

(NTT、KDD

を除 く)

1,920

(50社)

3,107

(66社)

3,647

(67社)

CATV 320

(94社)

429

(120社)

490

(132社)

合 計 額 19,973 20,009 19,910 20,083 18,879 19,007 21,206 22,967 25,102 26,691
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第1-2-18図 主 な通信事業体の設備投資の推移

(指数)

年 度 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2

NTT
(指数)

111 110 106 109 100 102・ 114 108 110 115

KDD
(指数)

67 84 119 109 100 95 119 100 98 100

NHK
(指数)

57 63 84 84 100 102 102 91 96 132

民間放送(指数) 82 80 73 74 100 70 74 119 158 123

郵便事業
(指数)

94 95 118 103 100 106 123 134 158 175

第一種
(指数)

100 162 190

CATV
(指数)

100 134 153

第1-2-24図 設備投資環境の見通 し

(BSI)

期 2年 度下半期 3年 度上半期 3年 度下半期 4年 度上半期

第一種電気通信事業者 52.3 38.5 27.3 27.7

特別第二種電気通信事業者 63.6 50.0 45.5 52.4

一般第二種電気通信事業者 27.7 14.3 14.2 19.7

民間放送事業者 24.4 一17
.3

一41
.7

一31
.8

CATV事 業者 26.7 19.8 19.8 20.2

第1-2-27図 通信機器受注 ・出荷額等

年 55 56 57 58 59 60 61

通信機器受注額 9,410 10,868 12,198 14,789 17,302 18,812 18,859

銅線ケープル受注・出荷額 1,838 1,810 1,593 1,307 1,086 1,067 1,224

年 62 63 元 2 3

通信機器受注額 2LO49 23,441 24,707 27,353 28,967

銅線ケープル受注・出荷額 1,436 1,309 1,476 1,904 1,645
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第1-3-3図 情 報流通量等の推移

(指数)

年 度 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2

原発信情報量 100 102 103 105 107 114 125 140 148 153 173

発信情報量 100 102 105 107 110 116 123 134 142 148 163

供給情報量 100 105 110 117 126 140 145 154 167 177 190

消費情報量 100 103 100 102 102 103 107 110 113 117 119

実質国民総生産 100 103 107 110 115 121 124 130 138 144 152

総 人 口 100 101 101 102 103 103 104 104 105 105 106

第1-3-5図 原 発信情報量の推移

(指数)

年 度 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2

全 メデ ィア 100 102 103 105 107 114 125 140 148 153 173

電気通信系 100 109 118 133 192 618 1333 2419 2780 3067 3934

輸 送 系 100 98 105 114 124 133 151 173 192 217 239

空 間 系 100 101 103 104 106 108 110 112 115 117 126

第1-3-6図 発信情報量の推移

,(指 数)

年 度 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2

全 メデ ィ ア
'

100 102 105 107 110 116 123 134 142 148 163

電気通信系 100 110 120 136 183 481 985 1748 2030 2244 2858

輸 送 系 100 103 106 109 113 118 121 126 134 141 149

空 間 系 100 101 103 104 106 108 110 112 115 117 126
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第1-3-7図 供 給情報量の推移

(指数)
、

年 度 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2

全メディア 100 105 110 117 126 140 145 154 167 177 190

電気通信系 100 105 110 117 127 140 146 155 168 178 190

輸 送 系 100 103 106 109 114 118 122 127 136 145 156

空 間 系 100 101 103 104 106 108 110 112 115 117 126

第1-3-9図 消費情報量の推移

(指数)

年 度 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2

全メディア 100 103 100 102 102 103 107 110 113 117 119

電気通信系 100 104 98 100 99 101 106 109 111 117 116

輸 送 系 100 102 104 105 110 112 116 122 128 135 141

空 間 系 100 101 103 104 106 107 109 111 114 116 122

第1-3-10図 蓄積情報量の推移

(指数)

年 度 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2

全メディア 100 102 104 106 109 112 115 117 121 124 129

電気通信系 100 118 138 177 230 301 383 486 612 846 1012

輸 送 系 100 102 103 105 107 109 111 112 115 114 116

空 間 系 100 101 101 102 103 102 102 101 100 99 97
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第1-3-11図 都道府県別発信情報量

(1013ワー ド)
曽

都道府県 東京 大阪 神奈川 愛知 埼玉 北海道 千葉 兵庫 福岡 静岡

発信情報量 100.7 32.6 26.5 22.5 20.2 18.7 17.9 17.7 15.6 11.5

都道府県 京都 広島 茨城 長野 新潟 宮城 福島 栃木 岐阜 岡山

発信情報量 10.5 9.31 9.05 8.58 7.51 6.87 6.55 6.47 6.42 6.41

都道府県 群馬 三重 熊本 鹿児島 山ロ 愛媛 長崎 奈良 青森 岩手

発信情報量 6.40 5.61 5.48 5.39 5.20 4.80 4.66 4.65 4.53 4.27

一

都道府県 山形 大分 秋田 滋賀 石川 沖縄 富山 宮崎 和歌山 香川

発信情報量 3.99 3.80 3.78 3.77 3.73 3.59 3溶4 3.50 3.49 3.44

-

都道府県 山梨 佐賀 福井 徳島 高知 島根 鳥取

発信情報量 2.72 2.71 2.65 2.61 2.53 2.44 2.00

'

第1-3-12図 県内総生産及び情報流通量の変動係数の推移

年 度 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2

発信情報量 1,545 1,536 1,529 1,547 1,570 1,600 1,596 1,585 1,582 1,558 1,529

供給情報量 1,256 1,251 1,236 1,236 1,259 1,312 1,303 1,292 1,309 1,332 1,321

消費情報量 0,897 0,898 0,898 0,900 0,903 0,903 0,903 0,903 0,902 0,902 0,904

県内総生産 1,318 1,333 1,351 1,359 1,313 1,329 1,347 1,363 1,384 1,410
一

第1-3-13図 メディアグルーブ別発信情報量の変動係数の推移

年 度 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2

全メディア 1,545 1,536 1,529 1,547 1,570 1,600 1,596 1,585 1,582 1,558 1,529

電気通信系 1,117 1,096 1,132 1,123 1,165 1,183 1,176 1,215 1,190 1,270 1,281

輸 送 系 2,505 2,470 2,437 2,477 2,509 2,561 2,540 2,493 2,440 2,358 2,317
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第1-3-14図 一 人当た りの供給情報量

唱

都道府県 北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨城 栃木 群馬

供給情報量 113.2 63.1 59.8 91.7 58.1 78.6 85.7 138.5 141.3 144.7

都道府県 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 富山 石川 福井 山梨 長野

供給情報量 154.9 159.9 189.1 171.4 93.6 82.2 87.1 73.5 64.2 92.6

都道府県 岐阜 静岡 愛知 三重 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山
'

供給情報量 113.2 105.3 126.1 116.8 119.6 131.9 131.5 125.8 129.7 124.7

都道府県 鳥取 島根 岡山 広島 山 口 徳島 香川 愛媛 高知 福岡

供給情報量 79.2 82.3 121.8 103.5 78.3 59.7 126.9 70.3 68.6 97.2

都道府県 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄

供給情報量 47.3 70.5 95.1 60.7 59.1 65.8 45.9

第1-3-17図 主要メディアの供給情報量の推移

(指数)

年 1980 1981

〆

1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990

電 話 100 105 111 117 123 136 142 150 156 163 171

TV放 送 100 103 107 112 116 122 124 126 129 132 141

新 聞 100 102 105 107 111 116 120 125 130 135 142

対 話 100 102 103 105 106 108 110 111 113 115 117

教 育 100 101 102 103 104 105 107 108 108 104 104

人 口 100 102 103 105 106 108 110 112 113 115 117

第1-3-18図 メデ ィア別の供給情報量の成長率の比較

(指数)

メデ ィア TV 電 話 新 聞 教 育

先 進 工 業 国 131 157 105 99

開 発 途 上 国 185 246 186 106



'
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第1-3-19図 国 別国民1人 当た り供給情報量(1990年)

(109ワー ド)

国 名 カ ナ ダ 米 国 オランダ 日 本 イ タ リア オーストラリア

電 通 系 7.0 6.93 4.04 3.29 2.58 2.13

輸 送 系 0.0167 0,008 0.0181 0.0242 0.0085 0.0178

空 間 系 0.0200 0.0201 0.0200 0.0200 0.0199 0.0200

国 名 ス ウェー デン
」

フ ラ ンス 英 国 ド イ ツ 韓 国 香 港

電 通 系 2.12 1.84 1.7 1.68 1.34 1.26

輸 送 系 0.0193 0.0101 0.0192 0.0269 0.0175 0.02

空 間 系 0.0200 0.0200 0.0199 0.0199 0.0201 0.0200

国 名 旧 ソ 連 ブラジル ハ ン ガ リー メ キ シ コ ペ ル ー シンガポール

電 通 系 0,739 0,725 0.69 0,703 0,408 0,367

輸 送 系 0.0679 0.0003 0.0164 0.0014 0.0031 0.0101

空 間 系 0.0202 0.0201 0.0200 0.0202 0.0202 0.0198

国 名 ポー ラ ン ド エ ジプ ト タ イ マ レイ シア 中 国 ブ イ リピ ン

電 通 系 0,329 0,313 0,221 0,191 0,179 0,151

輸 送 系 0.0011 0.0025 0.0018 0.0075 0.0033 0.0028

空 間 系 0.0200 0.0202 0.0199 0.0198 0.0199 0.0200

国 名 ブ イ ジー イ ラ ン イ ン ド イン ドネシア ナイジェリア パ キス タン

電 通 系 0,118 0.0624 0.0408 0.0369 0.0267 0.0173

輸 送 系 0.0079 0.0016 0.0020 0.0011 0.0022 0.0039

空 間 系 0.0202 0.0202 0.0200 ・0.0198 0.0199 0.0199

ド
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第1-3-20図 国民1人 当たり供給情報量 と10年 間の成長率の比較

(107ワー ド、%)

国 名 日 本 韓 国 中 国 フ ィ リピ ン インドネシア マ レ イ シア

供給情報量 333 138 20 17 6 22

成 長 率 171 177 357 195 143 123

国 名 タ イ イ ン ド パ キ ス タン イ ラ ン エ ジプ ト ナイジェリア

供給情報量 24 6 4 8 34 5

成 長 率 237 176 125 128 225 138

国 名 米 国 カ ナ ダ 英 国 フ ラ ンス ド イ ツ イ タ リア

供給情報量 696 703 174 187 172 261

成 長 率 178 137 124 99 193 114

国 名 オ ラ ン ダ スウェーデ ン オース トラリア 旧 ソ 連 ポー ラ ン ド ハ ン ガ リー

供給情報量 408 216 217 83 36 73

成 長 率 795 390 127 119 124 181

国 名 メキ シ コ ブ ラ ジル ペ ル ー ブ イ ジ ー シンガポール 香 港

供給1青報量 73 75 43 15 40 130

成 長 率 230 148 162 129 129 118

第1-3-21図 電気通信系1人 当たり供給情報量(1990年)と 対1980年 比

1

電気通信系パーソナル

・メディア

ー人当たり供給情報量

電気通信系マス

・メディア

ー人当たり供給情報量

1990年

(単位:
ワー ド)

1990年

/1980年

1990年

(単位:
ワー ド)

1990年

/1980年

先進国 2.05×106 2.74 4.21×109 L68

開発途上国(ア ジア) 2.28×104 7.55 1.14×108 3.85

開発途上国
(アジアを除 く地域)

5.04×104 2.44 5.76×108 1.37



一352一 図の基礎資料

第1-3-22図 発信情報量 と10年 間の成長率の比較

(10Bワ ー ド、%)

国 名 日 本 韓 国 中 国 フ ィ リピ ン イン ドネシア マ レ イ シア'

1990年 の
発信情報量

540 154 2,390 121 334 41

成 長 率 116 171 125 136 127 144

国 名 タ イ イ ン ド パ キ ス タ ン イ ラ ン エ ジプ ト ナイジェリア

1990年 の
発信情報量

111 1,580 225 100 99 200

成 長 率 125 129 159 150 133 152

国 名 米 国 カ ナ ダ 英 国 フ ラ ン ス ド イ ツ イタ リア

1990年 の
発信情報量

672 117 226 175 363 168

成 長 率 109 119 104 115 110 113

国 名 オランダ ス ウェー デ ン オース トラリア 旧 ソ 連 ポー ラ ン ド ハ ンガ リー

1990年 の
発信情報量

58 36 67 2,350 107 36

成 長 率 112 98 118 108 105 103

国 名 メ キシ コ ブラジル ペ ル ー ブ イ ジー シンガポール 香 港

1990年 の
発信情報量

160 269 45 2 11 26

成 長 率 122 125 127 151 155 110
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第1-3-23図 国 別 国 際 発 信 ・受 信 情 報 量(1988年)

(109ワ ー ド)

国 名 米 国 英 国 ド イ ツ フ ラン ス イ タ リア オ ラ ンダ

発 信 量 15,580 14,803 14,268 7,872 5,729 5,349

受 信 量 13,180 9,869 11,230 8,241 3,592 4,187

国 名 日 本 スウェーデ ン カ ナ ダ 香 港 シンガポー ル オース トラリア

発 信 量 4,315 3,774 3,213 2,680 1,533 933

受 信 量 3,433 2,077 7,413 738 934 4,303

国 名 イ ン ド ハ ンガ リー 韓 国 メ キシ コ マ レイ シア エ ジプ ト

発 信 量 607 488 472
'434

157 152

受 信 量 2,928 71 575 547 391 363

国 名 パ キ ス タ ン 中 国 ブラジル ブ イ ジ ー フ ィ リピン インドネシア

発 信 量 148 134 77 55 53 15

受 信 量 266 0 622 0 199 156

国 名 ペ ル ー タ イ 旧 ソ 連 ナイジェリア イ ラ ン ポー ラ ン ド

発 信 量 14 14 14 11 2 2

受 信 量 317 165 0 121 0 0

ノ

第1-3-24図 家庭の情報化指標

年 度 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2

情報装備指標 100 103.8 106.9 110.1 123.5 126.4 137.2 146.6 158.7 164.0 174.9

情報支出指標 100 99.3 100.4 97.7 99.5 100.9 102.9 113.2 114.3 116.0 114.1

情報利用指標 100 一 一 一 一 82.9 一 一 一 一 95.0

情報入手可能性指標 100 102.2 106.2 110.0 113.9 109.9 112.4 115.4 119.7 1272 130.0
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第1-3-26図 情 報入手可能性指標 を構成 する各系の推移

年 度 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2

テレビ系 100 102.9 107.3 111.4 116.2 108.3 109.9 112.4 114.0 118.4 124.5

ラジオ系 100 100.8 105.3 111.5 112.5 101.0 105.5 108.5 114.8 123.21 105.2

パ ッケー ジ系 100 98.1 100.7 100.6 99.9 159.9 172.8 185.3 229.6 296.8 308.4

新聞系 100 101.9 103.5 101.4 102.4 94.1 94.7 97.2 98.7 99.6 106.5

書籍 ・雑誌系 100 100.6 103.0 110.1 116.6 124.8 126.1 127.5 131.5 132.5 126.6

第1-3-28図 情報支出指標 を構成する各系の推移

年 度 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2

情報 ネ ットワー ク 100 105.1 111.2 114.7 119.9 122.1 124.5 127.1 128.6 129.6 137.3

情報 ソフ トウェア 100 104.8 106.6 104.6 106.9 103.1 106.8 116.1 118.7 127.2 126.7

情報通信機器 100 97.0 100.6 82.1 91.4 126.1 130.8 192.0 196.1 208.4 192.1

ラ ン ニ ン グ コ ス ト 100 105.0 109.3 110.5 114.4 114.1 117.0 122.5 124.4 128.6 132.8

全情報支出の比率 100 100.0 98.6 95.2 96.8 97.5 99.0 107.1 105.1 106.2 103.5

第1-3-31図 装備指標の推移

(指数)

年 度 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2

通信回線 100.0 101.1 102.0 102.4 103.9 107.7 113.5 121.9 129.7 136.2 147.4

コン ピュ ー タ 100.0 119.2 14L4 162.2 196.2 256.2 296.2 376.4 395.2 400.4 450.2

非 コン ピュ ー タ 100.0 101.1 101.9 103.0 104.1 1Q7.1 111.8 116.7 121.2 123.3 123.2

第1-3-32図 利 用指標の推移

(指数)

年 度 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2

通信回線 100.0 109.6 111.4 113.9 116.1 127.3 131.4 136.8 140.0 146.3 151.1

コ ン ピ ュー タ 100.0 116.0 119.5 132.0 146.9 196.6 230.3 305.9 323.4 353.4 431.6

非 コ ン ピュ ー タ 100.0 102.6 108.0 114.7 126.4 145.0 167.9 196.5 223.6 239.2 237.0
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第1-3-33図 従業員千人当たりの業種別の通信回線容量及び回線数

(10kb/s、 回線)

全 産 業 建設設備 製造素材 製造加工 商社 ・卸

容量 回線 容量 回線 容量 回線 容量 回線 容量 回線

第一種電気通信事業者の回線 188 158 62 80 79 88 128 64 385 124

第二種電気通信事業者の回線 39 7 1 6 111 5 5 3 5 9

小 売 業 金融保険 運輸倉庫 サ ー ビ ス そ の 他

容量 回線 容量 回線
-
容量 回線 容量 回線 容量 回線

第一種電気通信事業者の回線 197 192 163 263 196 68 219 168 212 372

第二種電気通信事業者の回線 84 27 17 6 46 3 113 1 7 6
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第1-3-34図 業種別の回線種類別装備回線容量の構成比

(%)
噌

第 一 種 電 気 通 信 事 業 者 の 提 供 す る 回 線

電話網 ISDNパケ ッ ト
ISDN

回線交換

DDX
パケット

DDX
回線交換

高速デ
ジタル

1

符号
品目

帯域
品目

一

その他

全産業 11.9 6.4 8.7 10.0 3.9 35.5 6.2 16.1

冒

1.4

建設設備 8.3 41.2 4.1 0.8 0.1 4.5 0.2 40.9 0.0

製造素材 16.2 1.6 13.4 3.2 0.5 25.7 2.4 20.8

一

16.2

製造加工 2.9 2.9 3.5 22.9 0.1 55.3 0.9 3.6

一

8.0

商 社 ・卸 17.2 18.1 0.8 18.3 16.1 8.0 1.9 19.6 0.1

小売業 16.7 0.1 1.8 1.0 0.3 55.3 7.1 17.8 0.0

金融保険 26.6 0.5 16.4 2.0 0.7 31.8 3.0 18.8 0.3

運輸倉庫 4.2 0.1 0.3 23.5 0.1 6.2 34.6 30.8 0.1

サ ー ビ ス 5.9 0.4 12.0 ユ.2 0.6 74.4 1.7 3.8 0.0

その他 3.5 1.0 30.6 1.4 0.0 58.1 1.1 4.2 0.1

第 二 種 電 気 通 信 事 業 者 の 提 供 す る 回 線

パケット

交換
回線
交換
FAX
伝送

高速デ
ジタル

符号
品目

帯域
品目
その他

全産業 32.8 2.3 0.2 49.7 9.0 5.9 0.1

建設設備 24.5 12.2 4.1 34.7 0.0 24.5 0.0

製造素材 2.4 1.4 0.0 94.9 0.8 0.5 0.0

製造加工 11.6 2.3 0.2 46.6 18.6 20.7 0.0

商社 ・卸 3.9 28.2 6.7 57.9 2.6 0.7 0.0

小売業 0.7 7.9 0.5 63.1 22.4 5.4 0.0

金融保険 5.0 0.0 0.5 83.9 0.2 9.5 1.0

運輸倉庫 2.1 0.0 0.0 46.7 28.7 22.5 0.0

サ ー ビス 94.1 0.0 0.0 5.5 0.1 0.2 0.1

その他 3.8 4.1 0.0 66.0 5.5 20.0 0.6
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第1-3-3咽 ネ ッ トワークによる業務処理の割合

(社)

受発注 ・
商品管理

生産 ・資
材管理

販売 ・在
庫管理

物流管理 技術情報
管理
経理 ・財
務管理

人事労務情
報管理

利用企業数 290 172 283 182 85 289 209

未利用企業数 74 64 70 30 55 160 195

経営情報
管理
金融取引
情報管理

運送管理 家庭向け
情報管理

情報検索 その他業
務

利用企業数 158 149 77 21 238 68

未利用企業数 108 40 28 12 42 23

第1-3-36図 ネ ッ トワークシステムにかかわる経費の状況

(百万円、%)

建設設備 製造素材 製造加工 商社 ・卸 小売業 金融保険 運輪倉庫 サー ビス 全 体

ネットワーク
設備関係経費

65
(49.0)

153
(62.7)

163
(58.2)

186
(36,7)

597

(84.0)
849
(47.5)

116
(54,7)

236
(28.5)

515
(48.4)

情報通信サー
ビス利用経費

10
(7.4)

28
(11.6)

27

(9.6)
61
(12.0)

42
(5.9)

118
(6.6)

27
(12.5)

33
(3.9)

76
(7.2)

人件費その他
の経費

58
(43.6)

63

(25.7)

90

(32.2)

261
(51.3)

72
(10.1)

820
(45.9)

70
(32.8)

559
(67.5)

474
(44.5)

第1-3-42図 国 内生産額1万 円当た りの通信費用の大 きい産業

(円)

国際電
気通信

ニユース

供 給 等

第二種電
気通信

民間放送 公共放送 研 究 保 険 有線放送

通信費用 1,770 837 714 676 455 417 355 266

広告業 金 融 商 業 第一種電
気通信

対事業所
サービス 公 務 新 聞

情報サー
ビス業

通信費用 228 207 183 158 140 122 105 101
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第1-3-45図 主な産業における情報化係数(昭 和63年)

層

情 報 通 信 サ ー ビ ス 部 門

部 門
平 均
郵 便 1種 電

気通信
2種 電

気通信
国際電
気通信
公 共
放 送
民 間
放 送

情報通信サービス費用 26.1 2.9 5.7 35.5 28.8 9.1 41.7

情報通信支援財費用 0.7
'0
.0 0.0 4.4 2.3 1.3 0.7

情報労働費用 21.7 45.4 17.1 19.7 12.3 15.9 8.2

情報資本費用 7.1 2.3 33.7 10.1 21.8 11.3 4.6

情 報 通 信 サ ー ビ ス 部 門

有 線放 送 ソフ ト
ウェア業
広 告 新 聞 印 刷 出 版 情 報サ

ービス業

情報通信サービス費用 8.2 20.6 68.9 16.1 13.3 40.7 24.7

情報通信支援財費用 1.7 4.3 0.1 1.4 0.3 0.4 7.3

情報労働費用 15.6 47.9 7.3 29.2 20.8 14.8 32.3

情報資本費用 7.7 1.2 0.6 0.5 0.9 0.2 2.8

情 報 通 信 支 援 財 部 門

部 門
平 均
電算機
賃貸業
事務用
機賃貸
電子計
算 機
有線通
信機器
電気通
信施設

情報通信サービス費用 3.6 2.5 4.1 3.6 3.6 1.6

情報通信支援財費用 0.3 0.0 0.0 0.2 0.4 0.0

情報労働費用 4.9 1.5 6.9 4.8 4.6 7.8

情報資本費用 6.7 59.4 19.3 5.6 4.1 0.5

非 情 報 通 信 関 係 部 門

部 門
平 均
輸 送
機 械
商 業 金 融 保 険 研 究

情報通信サービス費用 3.9 1.0 7.2 9.8 12.3 21.9

情報通信支援財費用 0.4 0.1 0.4 0.8 3.4 2.3

情報労働費用 6.3 3.1 8.5 15.4 7.2 12.2

情報資本費用 1.8 0.2 1.7 4.8 3.4 0.9
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非情報通信関係部門 全産業

教 育 公 務 対事業
所サー
ビス

63年 55年

情報通信サービス費用 3.0 7.5 20.9 5.0 3.2

情報通信支援財費用 0.8 2.5 0.5 0.4 0.2

情報労働費用 4.9 20.4 14.4 7.0 4.6

情報資本費用 1.4 2.0 0.7 2.3 1.2

第3-1-4図 総無線局数の推移

(千局)

年度末 明治41 大正元 昭和10 14 22 25 30 35 40 41 42 43

局 0.02 0.03 2.39 3.41 2.63 5.61 20.7 70.6 315.8 385.9 436.6 513.2

年度末 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55

局 604.9 712.6 833.7 932.8 1,082 1,211 1,322 1,426 1,519 1,659 1,816 1,983

年度末 56 57 58 59 60 61 62 63 平成元 2 3

局 2,121 2,013 2,687 3,304 3,814 4,156 4,481 4,955 5,611 6,468 7,319

第3-1-5図 無 線従事者数の推移

(千)

年度末 昭和35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45

無線従事者 207 230 252 280 311 348 404 469 541 628 727

年度末 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56

無線従事者 826 927 1,032 1,148 1,261 1,371 1,488 1,603 1,740 1,881 2,032

、

3,924

年度末 57 58 59 60 61 62 63 平成元 2 3

無線従事者 2,178 2,323 2,486 2,645 2,813 3,017 3,239 3,477 3,724
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第3司_咽NHKの 放 送受信契約数の推移(テ レビジ・ン放送)(千契約)

年 度 30 35 40 45 50 55 60 2

契 約 数 166 6,860 18,224. 22,819 26,545 29,263 31,509
33,543

第3-1-15図 電 波利用機器の普及率等

年 度 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49
50 51 5253

カラー テ レ ビ 一 0.3 L6 5.4 13.9 26.3 42.3 61.1 75.8 85.9 90.3 93.7
95,497.7

白黒テレビ 90.0 94.4 96.2 96.4 94.7 90.2 82.3 75.1 65.4 55.7
48.7 42.2 38,329.7

電子 レンジ
一 一 一 一 一 2.1 3.0 5.0 7.5 11.3 15.8 20.8 22.6 27.3

コー ドレ ス電話 一 一 一 『 『 一 一 一 一 一 『 一 一 一

年 度 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2
3

カ ラー テ レ ビ 97.8 98.2 98.5 98.9 98.8 99.2 99.1 98.9
98.7 99.0 99.3 99.4 99.3

白黒テレビ 26.9 22.8 20.0 17.4
一 一 一 _一 一 一 一 一

電子レンジ 30.6 33.6 37.4 39.9 37.2 40.8 42.8 45.3 52.2 57.0 64.3 69.7
75.6

コー ドレス電 話 }
一 一 } 『 一 一 一L6 9.8 22.4 43.9 53.8

第3-3-1図 利用分野別の無線局数の推移

区 別 陸上移動局 MCA
パー ソナル

無線

アマチ ュア
無線

簡易無線局 その他 合 計

55年 度末 572,654
一 『 485,530 699,441 225,160 1,982,785

60年 度末 872,788 76,671 1,235,752 703,204 635,714 289,475 3,813,604

3年12月 末 2,780,309 555,012 1,664,653 1,180,086 793,849 344,793 7,318,702
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第3-3-2図 地 域別陸上移動局数

地 域 北海道 東 北 関 東 信 越 北 陸 東 海

昭和61年3月 末
無 線 局 数

69,133 91,849 266,840 42,400 29,914 90,542

3年12月 末
無 線 局 数

150,539 184,654 1,234,220 95,106 84,367 35L762

-

地 域 近 幾 中 国 四 国 九 州 沖 縄

昭和61年3月 末
無 線 局 数

134,919 61,739 40,643 104,275 12,185

3年12月 末
無 線 局 数

638,575 157,582 92,995 269,665 26,121




